
 

｢障がい者の働く場づくり応援プロジェクト｣募集のご案内 

 

ヤマト福祉財団では、地域で暮らすため、障がい者の働く力を引き出すため

に、働く場の未来を設計するプロジェクトを「障がい者の働く場づくり応援プ

ロジェクト」として実施しています。本年も第４回として３施設を公募いたし

ます。本来は、こうありたいという姿を想像してみてください。そして、そこ

に至るまでの事業計画を１年かけて策定します。 

現在７つの施設がプロジェクトを事業計画実現にむけて努力していますが、

ベーカリー、自家製麺によるうどん店などの新規事業のほか、既存事業の見直

しなどによる収益向上のためのアプローチなど、それぞれの施設の特徴を生か

した取り組みをしています。 

『地域で暮らせるように障がい者に高い給料を支払いたい』という強い意志

を持っておられる施設・作業所のプロジェクトご応募をお待ちしています。 

 

平成２１年４月１日 

財団法人 ヤマト福祉財団 

 



 

■｢障がい者の働く場づくり応援プロジェクト｣とは 

ヤマト福祉財団は、障がい者の自立と社会参加を理念に掲げ、各種事業活動を行ってき

ました。「５万円をめざして」をサブタイトルとして全国で開講している障がい者の働く場

パワーアップセミナーをはじめ、福祉助成についても、施設利用者の工賃アップに直結す

る内容を優先して実施しています。そして、セミナーの「卒業生」の中には工賃アップと

いう成功事例も報告されるようになりました。しかし、障がい者が地域で暮らせるように

更に高い給料を目指すとき、ときに専門家のアドバイスを受けて実現可能性を高め、理論

的な裏付を持って事業を実施することが重要になる場合があります。 
 本事業は、『地域で暮らせるように障がい者に高い給料を支払いたい』という強い意志と

その実現可能性が認められる全国の小規模作業所、授産施設、地域活動支援センター、就

労継続支援Ｂ型事業施設等（以下「作業所等」という）に対して、１年間にわたって経営

コンサルタントを派遣し、経営理念の再構築、目標設定、目標実現のためのアクションプ

ランづくりを支援するものです。当財団が、経営コンサルタントの派遣費用を助成します。 
（ヤマト福祉財団では、障害年金とあわせて地域で暮らしていける給料として工賃 5 万円
を目標に設定しています。就労継続支援Ａ型事業所も目標のひとつです。） 
 
■内 容 

  
 経営理念の再構築、事業見直し、目標設定、アクションプラン作成 

＜事業計画書作成の流れの一例（組織・団体により内容は異なります）＞ 

・現状分析 

・経営理念の再構築 

・事業の種目の見直しと選定 

・「障がい者が地域で暮らしていける給料を実現する事業計画書」の作成 

・実施に向けた準備（職員研修など） 

＜支援内容と方法＞ 

・毎月１回訪問します（プロジェクト会議への出席）。 

→ マーケティングなど事業計画作成の各段階で必要な経営指導を受けることが

できます。 

・経営コンサルタントが講師となり指導します。 

→ 事業計画書の作成（もしくは実施）に必要な職員研修や勉強会を開催するこ

とができます。 

・必要であれば職員会議などにも同席します。 

・訪問時以外は電話・メール・FAX にて支援します。 

    

■開始時期と期間 

  
・平成２１年９月スタート。 
  平成２１年８月にアクションプラン（事業計画）作成の進捗状況とその成果をご

報告いただきます。 



＜募集要項＞ 

 

■応募要件 

１）対象団体 
全国の地域活動支援センター、就労継続支援Ｂ型事業、就労移行支援等を実施す

る施設、小規模作業所（無認可）、小規模通所授産施設、授産施設等 
２）意志の確認 
『地域で暮らせるように障がい者に高い給料を払う』という強い意志が施設責任

者に確認できること 
３）計画立案・実行のための会議 
毎月１回、経営コンサルタントが参加する会議（原則として担当職員の方全員参

加）を開催すること。 
４）通信・連絡環境 
インターネットに接続し、エクセルおよびワードが導入されたパソコン。 

５）その他 
取組まれた内容や成果を当財団主催の研修会や講演会、もしくは事例集などで発

表することをご了承いただけること。 
 

■募集団体数 

３団体 
 
■参加団体一部負担金   

月額１５,０００円（１２ヶ月間合計 １８万円） 
 
■募集から開始までのスケジュール 

一次選考（書類選考） 募集期間 平成２１年４月１５日～平成２０年５月末日（必着） 
結果通知 平成２１年６月下旬（郵送にてご通知申し上げます） 

 
二次選考（面談）   平成２１年７月～（担当者が訪問します） 
 
参加団体決定     平成２１年８月末（結果は郵送にてご通知申し上げます） 
 
プロジェクト開始   平成２１年９月～ 
 
■応募方法 

一次選考（書類選考）の論文と所定の申込書をご郵送いただきます。（平成２１年５月末日必着） 
＜申込書＞ 

所定の申込書に必要事項をご記入ください。 
＜論文＞ 

｢障がい者の働く場づくり応援プロジェクト｣への参加動機、障がい者の給料アップに

対する思いをお書きください。論文の形式は問いません。 
 



■応募書類送付先 

郵便番号 １０４－００６１ 
東京都中央区銀座２丁目１２番１５号 
財団法人 ヤマト福祉財団 「障害者の働く場作り応援プロジェクト」係 宛 
 
■電話でのお問い合わせ 

電話 ０３－３２４８－０６９１ 
ＦＡＸ０３－３５４２－５１６５ 
財団法人 ヤマト福祉財団 担当 早川・本田 
 
■派遣コンサルタント 紹介 

大塚由紀子 
株式会社福祉ベンチャーパートナーズ代表取締役       中小企業診断士  
日本大学 文理学部卒。平成 16年株式会社福祉ベンチャーパートナーズを設立し代表取締
役に就任。全国の障害者施設を対象に経営指導に取組む。授産施設が実施した「３年間で

給料５万円の実現を目指す授産事業改革プロジェクト」を側面的に支援。事業計画の作成

等の指導を行いプロジェクト成功の一助をなす。平成１６年、１７年度、１８年度、１９

年度、２０年度、ヤマト福祉財団小規模作業所パワーアップセミナー講師 
 
稲山由美子 
株式会社福祉ベンチャーパートナーズ取締役       中小企業診断士  
お茶の水女子大学 家政学部児童学科卒。市場調査会社勤務を経て平成 11年独立。マーケ
ティング・市場調査を専門とする。現在は各都道府県の工賃倍増事業において、工賃向上

計画策定研修、工賃向上コンサルティング等を多数展開中。福祉喫茶店や福祉ショップへ

の経営指導、自主製品に関するマーケティング指導など多くの経験を生かして、施設の立

場に立ったサポートが好評。平成１６年、１７年度、１８年度、１９年度、２０年度、ヤ

マト福祉財団小規模作業所パワーアップセミナー講師 
 
西野 公晴 
株式会社アール・アンド・シー 代表取締役          中小企業診断士 
東京学芸大学教育学部卒業。市場調査会社勤務を経て 1993年独立。立地診断・出店戦略お
よび事業プランの作成を得意分野とし、創業希望者から FC本部まで、分かりやすく効果の
出る経営支援を展開中。授産施設のベーカリショップ出店における立地診断、事業計画策

定指導も手がける。各都道府県の工賃倍増事業におけるコンサルティングのほか、工賃向

上計画策定研修等の講師としても活躍中。平成１９年度、平成２０年度ヤマト福祉財団小

規模作業所パワーアップセミナー講師 
 


